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「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年法律第１１７号）

第１５条第３項の規定に準じて、道の駅「（仮称）蔵王」整備事業に係る事業契約（基本契約、設計

建設工事請負契約）の内容をここに公表する。

令和３年１０月１１日

山形市長 佐藤 孝弘

記

１ 公共施設等の名称及び立地

⑴名称

道の駅「（仮称）蔵王」

⑵立地

山形市表蔵王 地内

２ 選定事業者の商号又は名称

⑴基本契約

山形県観光物産会館グループ

区分 所在地 商号

構成員

代表企業
山形市表蔵王６８番地 株式会社山形県観光物産会館

構成員 山形市久保田三丁目１１番１２号 株式会社市村工務店

構成員 山形市篭田一丁目６番７号 小野建設株式会社

構成員 山形市本町二丁目４番３号本町ビル３階 おもてなし山形株式会社

構成員 山形市青田三丁目９番１８号 東北電化工業株式会社

構成員 山形市穂積８４番１ 遠藤設備建設株式会社

構成員 山形市松山三丁目３番１５号 株式会社秦・伊藤設計

協力企業 山形市旅篭町二丁目５番１２号 山形放送株式会社

協力企業 山形市大字志戸田５５０番地 株式会社山形ビルサービス

SPC 山形市表蔵王６８番地 株式会社表蔵王ベルタウン



2

⑵設計建設工事請負契約

道の駅（仮称）蔵王設計建設工事共同企業体

区分 所在地 商号

構成員

代表者
山形市久保田三丁目１１番１２号 株式会社市村工務店

構成員 山形市篭田一丁目６番７号 小野建設株式会社

構成員 山形市青田三丁目９番１８号 東北電化工業株式会社

構成員 山形市穂積８４番１ 遠藤設備建設株式会社

構成員 山形市松山三丁目３番１５号 株式会社秦・伊藤設計

３ 公共施設等の整備等の内容

基本契約書（抄）

（設計・建設業務）

第７条 設計・建設業務の概要は、要求水準書及び提案書類に定めるとおりとする。

２ 設計・建設企業は、市と設計建設工事契約を締結した後、速やかに設計・建設業務に着手し、

別途合意がある場合を除き、設計業務完了予定日までに実施設計を完了させ、設計図書について

市の確認を得た上で、建設工事完了予定日までに道の駅を完成させ市に引き渡し、設計・建設業

務を完了させるものとする。

３ 設計・建設業務の詳細は、設計建設工事契約に定めるところによる。

（運営・維持管理業務）

第８条 運営・維持管理業務の概要は、要求水準書及び提案書類に定めるとおりとする。

２ SPCは、運営・維持管理協定で定める業務を実施するための人員を自らの責任で確保しなければ

ならない。

３ 運営・維持管理業務の詳細は、運営・維持管理協定に定めるところによる。

４ 契約期間

⑴基本契約

契約成立の日（令和３年１０月１日）から運営・維持管理協定が終了した日まで

⑵設計建設工事請負契約

契約成立の日（令和３年１０月１日）から令和５年１０月３１日まで

５ 契約金額

金１，３７７，５３９，８８９円（設計建設工事請負契約）
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６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

⑴基本契約書（抄）

（債務不履行）

第１２条 市又は選定事業者及びSPCは、本基本契約上の義務を履行しないことにより本基本契約の

他の当事者に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。

（損害）

第１３条 市又は選定事業者及びSPCは、本基本契約に定める条項に違反し、これにより本基本契約

の他の当事者に損害を与えたときは、本基本契約において別途定める場合を除き、その損害を賠

償しなければならない。

（法令の変更及び不可抗力）

第１４条 法令の変更若しくは不可抗力により、損害、損失又は費用を被ったとき、要求水準書等

に従って設計・建設業務の遂行ができなくなったとき、運営・維持管理業務の遂行ができなくな

ったときその他本事業の実施が不可能となったと認められるとき又は要求水準書等に従って設

計・建設業務及び運営・維持管理業務を遂行するために追加費用が必要となったときは、選定事

業者及びSPCは、市に対して速やかにその旨を通知するものとし、市、選定事業者及びSPCは、要

求水準書等の変更、損害、損失及び費用の負担その他必要となる事項について、協議するものと

する。

２ 法令の変更又は不可抗力が生じた日から６０日以内に前項の協議が調わない場合は、市は、選

定事業者及びSPCに対して、当該法令の変更又は不可抗力に対する対応を指図することができる。

選定事業者及びSPCは、当該指図に従い、本事業を継続するものとし、損害、損失又は費用の負

担は、別紙３（不可抗力による損害、損失及び費用の負担割合並びに法令変更による費用の負担

割合）に記載する負担割合によるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、法令の変更又は不可抗力が生じた日から６０日以内に第１項の協議

が調わない場合は、市は、本基本契約の全部又は一部を解除することができるものとする。

４ 市は、第１項の損害、損失又は費用の負担が過大になると判断した場合には、本基本契約の全

部又は一部を解除することができるものとする。

５ 市は、前２項の規定に基づき本基本契約を解除する場合には、選定事業者及びSPCに書面で通知

した上で、次のいずれかの措置を講ずることができるものとする。

⑴ 市は、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条に定める手続を行った上で、指定管理

者の指定を取り消すことができる。

⑵ 市は、本事業を継続することが合理的であると判断した場合には、市、SPC及びSPCの株主と

の間における協議を経た上で、法令等に基づき、SPCの株主をして、SPCの全株式を市が認める

条件で、市が承認する第三者に譲渡させることができる。

⑶ 市は、本事業を継続することが合理的であると判断した場合には、法令等に基づき、選定事

業者をして、選定事業者の本基本契約上の地位を市が認める条件で、市が選定した第三者に譲

渡させることができる。

（談合その他不正行為による解除）

第１６条 市は、設計・建設企業又はSPCのいずれかが基本協定第３条第４項各号のいずれかに該当

したときは、本基本契約を解除することができる。
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⑵設計建設工事請負契約約款（抄）

（工事の中止）

第２６条 工事用地等の確保ができない等のため、又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、

落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的若しくは人為的な事象（以下「天災等」という。）であ

って受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場

の状態が変動したため、受注者が施工できないと認められるときは、発注者は、施工の中止内容

を直ちに施工一時中止通知書により受注者に通知して、施工の全部又は一部を一時中止させなけ

ればならない。

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通

知して、工事の全部又は一部を一時中止させることができる。

３ 発注者は、前２項の規定により工事の実施を一時中止させた場合において、必要があると認め

られるときは工期若しくは契約金額を変更し、又は受注者が施工の続行に備え工事現場を維持し、

若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の実施の一時中止に伴う増

加費用を必要とし、若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。

（前払金等の不払に対する施工中止）

第５２条 受注者は、発注者が第４３条、第４６条又は第４７条第１項において準用する第４１条

の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をし

ないときは、施工の全部又は一部の実施を一時中止することができる。この場合において、受注

者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。

２ 発注者は、前項の規定により受注者が施工を中止した場合において、必要があると認められる

ときは工期若しくは契約金額を変更し、又は受注者が施工の続行に備え工事現場を維持し、若し

くは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の施工の一時中止に伴う増加費用を必

要とし、若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（発注者の任意解除権）

第５４条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条、第５６条又は第５７条第１項の規定によ

るほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたとき

は、その損害を賠償しなければならない。

（発注者の催告による解除権）

第５５条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その

期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微である

ときは、この限りでない。

⑴ 第６条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出したとき。

⑵ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。

⑶ 工期内に完成しないとき、又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みがないと認

められるとき。

⑷ 第１４条第１項第２号から第４号までに掲げる者を設置しなかったとき。

⑸ 正当な理由なく、第５３条第１項に規定する履行の追完がなされないとき。

⑹ 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

（発注者の催告によらない解除権）

第５６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。
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⑴ 第６条第１項の規定に違反して契約金債権を譲渡したとき。

⑵ 第６条第４項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該施工以外に使用したとき。

⑶ この契約の工事目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。

⑷ 引き渡された設計成果物又は工事目的物に契約不適合がある場合において、その契約不適合

が工事目的物を除去した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないもの

であるとき。

⑸ 受注者がこの契約の工事目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

⑹ 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する

意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみではこの契約をした目的を達すること

ができないとき。

⑺ この契約の工事目的物の性質や発注者又は受注者の意思表示により、特定の日時又は一定の

期間内に履行しなければこの契約をした目的を達することができない場合において、受注者が

履行をしないでその時期を経過したとき。

⑻ 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても

この契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。

⑼ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると

認められる者に契約金債権を譲渡したとき。

⑽ 第６０条又は第６１条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

⑾ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号におい

て同じ。）が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又

はその支店若しくは常時設計建設工事契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号に

おいて同じ。）が暴力団員であると認められるとき。

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまで

のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約

その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に

対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。
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（談合等不正行為があった場合の発注者の催告によらない解除権）

第５７条 発注者は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を

解除することができる。

⑴ 受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以

下「独占禁止法」という。）第７条第１項若しくは第２項（独占禁止法第８条の２第２項及び

第２０条第２項において準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第１７

条の２又は第２０条第１項の規定による命令を受け、当該命令に係る抗告訴訟（行政事件訴訟

法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第１項に規定する抗告訴訟をいう。以下この条におい

て同じ。）を提起しなかったとき。

⑵ 受注者が独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において読み替えて準用する

場合を含む。）、第７条の９第１項若しくは第２項又は第２０条の２から第２０条の６までの

規定による命令を受け、当該命令に係る抗告訴訟を提起しなかったとき。

⑶ 受注者が独占禁止法第７条の２第１項ただし書（独占禁止法第８条の３において準用する場

合を含む。）の規定による命令を受けなかったと認められるとき。

⑷ 受注者が独占禁止法第７条の４第７項（独占禁止法第８条の３において読み替えて準用する

場合を含む。）又は第７条の７第３項（独占禁止法第７条の９第３項及び第４項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を受けたとき。

⑸ 受注者が第１号又は第２号に規定する抗告訴訟を提起し、当該抗告訴訟について棄却又は却

下の判決が確定したとき。

⑹ 受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６若しくは第１９８条又は公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰

に関する法律（平成１２年法律第１３０号）第４条の規定による刑に処せられたとき。

２ 受注者は、この契約に関して独占禁止法第７条の４第７項（独占禁止法第８条の３において読

み替えて準用する場合を含む。）又は第７条の７第３項（独占禁止法第７条の９第３項及び第４

項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による通知を受けたときは、直ちに当該文

書の写しを発注者に提出しなければならない。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第５８条 第５５条又は第５６条に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、発注者は、第５５条又は第５６条の規定による契約の解除をすることができない。

（受注者の催告による解除権）

第６０条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経

過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。

（受注者の催告によらない解除権）

第６１条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することがで

きる。

⑴ 第２５条の規定により設計図書を変更したため契約金額が３分の２以上減少したとき。

⑵ 第２６条の規定による工事の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５が６月を超え

るときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合は、その一部を除いた

他の部分の工事が完了した後３月を経過してもなおその中止が解除されないとき。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第６２条 第６０条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。
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７ 契約終了時の措置に関する事項

⑴基本契約書（抄）

（要求水準書等の未達に関する責任）

第９条 設計建設工事契約第３９条の規定にかかわらず、設計建設工事契約第４７条の規定による

引渡しを受けた日から２年を経過するまでの期間中に道の駅について要求水準書等の未達が発生

した場合（設計・建設業務の契約不適合を含む。）は、設計・建設企業は、当該未達状態に関し

て、SPCが運営・維持管理協定に基づき負担する債務について、連帯してこれを負担する。

２ 設計・建設企業及びSPCは、道の駅について前項の未達状態が発生した原因が、設計・建設業務

の契約不適合によるものか、又はSPCの契約義務の不履行によるものか判別できないことを理由

として、前項の規定による契約義務の負担を免れることはできない。

３ 道の駅について第１項の未達状態が発生した原因が、建設工事完了日の翌日以降に発生した不

可抗力（設計・建設業務の契約不適合を除く。）又は設計・建設企業及びSPC以外の者（その者

の責めに帰すべき事由が、設計建設工事契約又は運営・維持管理協定により設計・建設企業又は

SPCの責めに帰すべき事由とみなされる者を除く。）の責めに帰すべき事由によることを、設

計・建設企業又はSPCが明らかにした場合には、第１項の規定は適用しない。

⑵設計建設工事請負契約約款（抄）

（契約不適合責任期間等）

第６７条 発注者は、引き渡された設計成果物又は工事目的物に関し、第３９条第６項又は第７項

（第４７条第１項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下こ

の条において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合を理由

とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、契約金額の減額の請求又は契約の解除（以下この条

において「請求等」という。）をすることができない。

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が検

査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わない。ただし、当該

検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡しを受けた日か

ら１年が経過する日まで請求等をすることができる。

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の

根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることにより行う。

４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び

第７項において「契約不適合責任期間」という。）内に契約不適合を知り、かつ、その旨を受注

者に通知した場合において、発注者が当該通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法

による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に

関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用

せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。

７ 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。

８ 発注者は、設計成果物又は工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、

第１項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する

請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、

この限りでない。

９ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９４条第１

項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関

する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に規定する部分の瑕疵（構造耐力又は雨水の

浸入に影響のないものを除く。）について請求等を行うことのできる期間は、１０年とする。こ

の場合において、前各項の規定は、適用しない。

10 引き渡された設計成果物又は工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監

督職員の指図により生じたものであるときは、発注者は、当該契約不適合を理由として請求等を

することができない。ただし、受注者がその材料又は指図の不適当であることを知りながらこれ

を通知しなかったときは、この限りでない。


